
3、歳　　出 3、歳　　出 

（1）　歳出構造 
　平成15年度の歳出は、9,150.3億円で前年度（8,910.1億円）に対して240.2億円の（2.7％）増

となりました。 

　地方公共団体の歳出構造を分類する方法には、歳出を行政目的により分類した「目的別分類」

と、歳出を経済的性質により分類した「性質別分類」がありますが、宮城県内の市町村につい

てはそれぞれ以下のグラフのとおりとなっています。 
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用語解説 
性質別分類　歳出を経済的性質によって、人件費、物件費、維持補修費など、予算や決算の節という区分を基準として分類し

たものです。また、経費を「義務的経費」、「投資的経費」及び「その他の経費」に分類することによって、財政の健全性、

弾力性を測定することができます。 

目的別分類　歳出をその行政目的によって議会費、総務費、民生費、衛生費など、予算や決算の款及び項という区分を基準と

して分類したものです。 

歳出決算の構造（平成15年度） 
（性質別） 

（目的別） 

県 全 体  

仙 台 市  

市部（仙台市除く） 

町 　 村  

（915,029百万円） 

（411,770百万円） 

（177,725億円） 

（325,533百万円） 

人件費 19.4％ 公債費 15.0％ 普通建設事業費 18.9％ 物件費 12.2％ 補助費 10.4％ 
扶助費 
7.7％ 

繰出金 
8.2％ 

その他 
8.2％ 

16.1％ 16.8％ 24.0％ 11.8％ 9.5％ 4.5％ 7.5％ 9.8％ 

22.8％ 13.9％ 9.6％ 11.1％ 12.5％ 12.7％ 7.5％ 9.9％ 

21.6％ 13.3％ 17.7％ 13.2％ 10.3％ 6.9％ 13.0％ 4.0％ 

県 全 体  

仙 台 市  

市部（仙台市除く） 

町 　 村  

（915,029百万円） 

（411,770百万円） 

（177,725百万円） 

（325,533百万円） 

総務費 12.3％ 民生費 18.4％ 衛生費 10.0％ 土木費 17.2％ 教育費 13.1％ 公債費15.0％ その他 10.0％ 

8.8％ 19.7％ 20.7％ 12.9％ 10.5％ 16.9％ 9.9％ 

0.7％ 

13.2％ 21.1％ 3.4％ 17.5％ 8.8％ 13.9％ 11.1％ 11.0％ 

16.3％ 15.2％ 8.4％ 12.5％ 10.0％ 14.6％ 13.3％ 9.8％ 

農水費 
4.0％ 
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29.8

18.9

6.0

12.1

37.2

26.5

18.7

6.3

12.2
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5.4

13.9

39.8

22.3

19.8

5.9

14.1
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20.3

20.0

6.7

14.9

42.1

19.7

19.4

7.7

15.0

義務的経費 

投資的経費 

人件費 

公債費 

扶助費 

 

（2）　経費別決算額の推移 
　義務的経費は、前年度と比較して4.3％増の3,853.8億円で、歳出総額に占める割合は42.1％

となりました。割合の内訳として、人件費は減少しましたが、公債費及び扶助費はともに増加

しています。主な要因は、公債費については地方債の償還金が残高の増加を受けて増加したた

めであり、扶助費については、障害者措置費制度の支援費制度移行、児童手当支給事務の市へ

の権限委譲や生活保護の支給対象者の増加が挙げられます。 

　投資的経費は前年度と比較して0.2％減の1,800.1億円となり、５年連続で減少となりました。

内訳を見ると、普通建設事業費が前年度（1,734.8億円）に対して0.1％減少（今年度は1,733.5

億円）したことによるもので、特に補助事業が前年度と比較して6.4％の減となっているのが

大きな要因となっています。 
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歳出決算額の推移 

義務的経費・投資的経費の割合の推移 
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（億円） 
単位：億円・％ 

60 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15年度 

511 
（27.7） 

1,065 
（22.8） 

1,672 
（18.6） 

1,725 
（18.9） 

1,761 
（18.9） 

1,821 
（19.7） 

1,834 
（18.9） 

1,838 
（18.7） 

1,804 
（20.0） 

1,810 
（19.8） 

1,778 
（20.0） 

1,798 
（38.5） 

3,057 
（34,0） 

3,273 
（35.8） 

3,288 
（35.2） 

3,469 
（37.5） 

3,586 
（37.0） 

3,663 
（37.2） 

3,548 
（39.3） 

3,646 
（39.8） 

3,697 
（41.5） 1,411 

（30.2） 

3,037 
（33.8） 

2,862 
（31.3） 

2,905 
（31.1） 

2,679 
（28.9） 

2,889 
（29.8） 

2,614 
（26.5） 2,081 

（23.0） 

2,044 
（20.3） 

1,804 
（20.3） 

1,465 
（31.3） 

2,887 
（32.2） 

3,001 
（32.9） 

3,154 
（33.7） 

3,109 
（33.6） 

3,226 
（33.2） 

3,574 
（36.3） 

3,397 
（37.7） 

3,467 
（37.9） 3,409 

（38.2） 

628 
（34.1） 

751（40.7） 

467（25.2） 

1,846

4,674

8,981 9,136
9,347 9,257

9,701 9,851

9,026 9,157
8,910

人件費 
1,774 
（19.4） 

義務的 
経費 
3,854 
（42.1） 

投資的 
経費 
1800 
（19.7） 

その他 
3,496 
（38.2） 

9,150
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用語解説 
義務的経費　人件費、扶助費、公債費からなりたっており、支出が義務づけられているため、任意に節減できない極めて硬直

性の強い経費です。 

投資的経費　普通建設事業費、災害復旧事業費等からなりたっており、行政水準の向上に積極的に寄与するための経費です。

義務的経費に対して、この経費の割合が高いほど、財政構造は弾力性が高く、健全な財政であるといえます。 

普通建設事業費　道路、橋りょう、学校、庁舎等公共用又は公用施設の新増設等に要する投資的経費のことです。地域社会の

発展のためには最も積極的で効果的な事業であるとされています。 

普通建設事業費の内訳の推移 

義務的経費の割合別団体数（平成15年度） 
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50％以上 

45～50％未満 

40～45％未満 

35～40％未満 

30～35％未満 

25～30％未満 

25％未満 

（町村部） （市部） 




